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東京神学大学学則 

 

1949（昭和 24）年 3 月 25日設置認可 

 

第１章 総 則 

 

第１条 本大学は、東京神学大学と称する。 

第２条 本大学は、学校法人東京神学大学が設置し、これを経営する。 

第３条 本大学は、学校教育法第８３条に基づき、キリスト教神学を研究し、福音の宣教

に従事する教役者を養成することを目的とする。 

  ２ 本大学は、前項の通り、福音の宣教に従事する教役者を養成するために、その基

礎となる、幅広い知識と専門知識を教授することを目指す。同時に、キリスト教会

のみならず、キリスト教学校やキリスト教施設等に専門的知識をもって仕えること

ができる信徒を養成することをも目指す。 

第３条の２ 本大学はその教育研究水準の向上を図り本大学の目的及び社会的使命を達成

するため、本大学における教育研究活動の状況について、自ら点検及び評価（以

下「自己評価等」という。）を行うものとする。 

  ２ 自己評価等に関する規則は別に定める。 

第４条 本大学の校舎は、東京都三鷹市大沢３丁目１０番３０号に置く。 

第５条 本大学には、神学部神学科および大学院神学研究科を置く。 

    大学院の学則は、別に定めるところによる。 

 

第２章 礼拝および信仰的訓練 

 

第６条 本大学の学生は、所定の課程を修めるほか、その信仰的訓練のために、日々礼拝

あるいは祈祷会を守り、学校暦、教会暦による特定日に特別礼拝を守り、また随時

修養会等に参加するものとする。 

第７条 前条のほか、学生は各自所属教会において、忠実に教会生活をなし、伝道および

教務に奉仕する義務を負う。また夏期休暇その他随時各地教会において、教会実習

を修了しなければならない。 

 

第３章 修業年限、学年、学期および休日 

 

第８条 本大学学部の修業年限は、４年とする。 

  ２ 在学年限は８年を超えることができない。 

  ３ 編・転入学生の在学年限は、当該学生が編・転入学の時に決定した修業年限の２

倍を超えることができない。 

第９条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

第１０条 学年を、次の２期に分ける。 
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     前期 ４月１日より９月３０日まで。 

     後期１０月１日より翌年３月３１日まで。 

ただし、各期の授業実施期間については、当該年度の学年暦に於いて別途定め

るものとする。 

第１１条 授業を行わない日は次の通りとする。 

（１）日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律に定める休日 

（３）本学創立記念日（５月１９日） 

（４）夏期休業 

（５）冬期休業 

（６）春期休業 

 学長は、教授会又は教務課主任との協議を経て、前各号の休業日を変更し、ま

た臨時に休業の日を定めることができる。 

 

第４章 教科課程、履修方法および授業方法 

 

第１２条 授業科目の配置、単位数及び履修方法等は、別表に定める。 

２ １年間に履修登録できる卒業要件科目の単位数の合計は、原則として、５０単

位未満とする。 

第１２条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれ

らの併用により行うものとする。 

２ 前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外

の場所で履修させることができる。 

第１２条の３ メディアを利用して行う授業は、あらかじめ指定した日時にパーソナルコ

ンピュータその他双方向の通信手段によって行う。 

２ 前項の授業を実施する授業科目については、別に定める。 

 

第５章 教育職員免許状の取得 

 

第１３条 本学において取得できる教育職員免許状の種類及び教科は、次のとおりとする。 

学 部 学 科 免許状の種類及び教科 

神学部 神学科 
中学校教諭１種免許状（宗教） 

高等学校教諭１種免許状（宗教） 

 

第１４条 中学校教諭１種免許状を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員

免許法施行規則に従い、所定の科目及び単位を修得しなければならない。なお、

本学における適用科目及び単位数、履修方法は別表に定める。 

２ 高等学校教諭１種免許状を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職

員免許法施行規則に従い、所定の科目及び単位を修得しなければならない。なお、

本学における適用科目及び単位数、履修方法は別表に定める。 
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第６章 課程修了の認定および学士号 

 

第１５条 課程修了の認定は、試験による。学部の試験は、学科試験および卒業論文試験

とする。ただし、教授会が認めた者については、卒業論文を免除することができ

る。 

学科試験は、毎学期末に行い、卒業論文は、最終学年にこれを提出させる。 

第１６条 試験合格者には所定の単位を与える。 

単位は次の基準による。 

（１）講義については、教室内の１時間の講義に対して教室外における２時間の準

備のための学習を必要とするものとし、毎週１時間１５週の講義を１単位と

する。 

（２）現代語科目については、教室内における２時間の学習に対して教室外におけ

る１時間の準備のための学習を必要とするものとして、毎週２時間１５週の

学習を１単位とする。 

（３）実験、実習及び実技については、教室内における２時間の学習に対して教室

外における１時間の準備のための学習を必要とするものとして、毎週２時間

１５週の授業３０時間をもって１単位とする。ただし、教育実習については、

４５時間の授業をもって１単位とする。 

第１７条 １年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、３５週にわたることを

原則とする。 

第１８条 各授業科目の授業は、１５週にわたる期間を単位として行うものとする。 

２ 教育上特別な必要があると認められる場合は、教授会の議を経て、これらの期

間より短い特定の期間において授業を行うことができる。 

第１９条 授業科目および卒業論文の評価は、A(100～90)、A-(89～85)、B(84～75)、C(74

～60)、D(59 以下)とし、C以上を合格とする。 

第２０条 教授会が教育上有益と認めるときは、他大学と予め協議の上当該他大学の授業

科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目の単位は３０単位を超えない範囲で本学

において履修したものとみなすことができる。 

第２０条の２ 第１２条の２第２項の授業の方法により修得する単位数は６０単位を超え

ないものとする。 

第２１条 卒業論文は、指導教授の指導によりこれを作成し、所定の期日までに提出しな

ければならない。 

第２２条 本学に修業年限以上在学し、卒業に必要な要件を満たした者には、卒業証書を

与え、別に定める学位規則によって学士（神学）の学位を授与する。 

第２３条 卒業期は、学期末とする。 

 

第７章 職員組織とその運営 
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第２４条 本大学に学長を置く。 

２ 学長は、学務を管掌し、教授会を主宰し、また所属教職員を統督する。 

第２５条 本大学に神学部長を置く。 

２ 神学部長は、学長を補佐し、神学部の学務を統括する。 

第２６条 本大学に、一定数の教授、准教授、常勤講師、特任教授、特任准教授、特任常

勤講師および助教をおく。 

２ 教授、准教授は、学生を教授し、その研究と信仰的訓練とを指導し、また研究

に従事する。 

３ 常勤講師、特任教授、特任准教授、特任常勤講師および助教は、教授、准教授

を助けて教授と指導とに従事する。 

第２７条 教授および准教授をもって本大学教授会を組織する。 

２ 教授会は、次の事項について、学長が決定を行うに当たり意見を述べるものと

する。 

（１）学生の入学、卒業に関する事項 

（２）学位審議および学位授与に関する事項 

（３）教員の任免についての理事会への推薦 

３ 教授会は、前項に規定するもののほか、次の事項について、学長の求めに応じ

て意見を述べる。 

（１）学生の退学、転学、休学に関する事項 

（２）学生の教授、研究、その他指導上の事項 

（３）その他本学に関する重要な事項 

第２８条 学務の処理、庶務、会計等の業務のために、一定の職員を置く。 

 

第８章 学生定員 

 

第２９条 本大学学部学生の定員は次のとおりとする。 

学部  学科   入学定員  編入学定員  総収容定員 

神学部 神学科    ５     ２０     ６０ 

ここでの編入学定員とは、学部３年次への編入学定員であって、転入学を含

むことができる。 

 

第９章 入学、休学、復学、退学 

 

第３０条 本大学に入学することのできる者は、福音主義のキリスト教会に属する者であ

ることを要する。 

ただし、その他の者で特に入学を志願する場合には、教授会の認定により許可

することができる。 

第３１条 次の各号の一に該当し、所定の入学試験に合格した者は、学部第１年に入学を

許可する。 

（１）高等学校を卒業した者 
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（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の学校教

育を修了した者を含む） 

（３）外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者またはこれに準

ずる者で文部科学大臣の指定した者 

（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在

外教育施設の当該課程を修了した者 

（５）文部科学大臣の指定した者 

（６）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した

者（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む） 

（７）その他本大学において、相当の年令に達し、高等学校を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者 

２ 大学を卒業または中途退学し新たに第１年次に入学を許可された者に対して

は、教授会が教育上有益と認めるときは、学際基礎科目、保健体育科目および現

代語科目の合計３０単位を超えない範囲において、他大学における既修単位を認

定することができる。ただし、この場合修業年限の短縮は行わない。 

第３２条 次の各号の一に該当する者については、選考の上編・転入学を許可する。 

（１）他の大学（外国の大学を含む）から本大学に転入学を希望する者 

（２）短期大学（外国の短期大学を含む）、高等専門学校を退学または卒業した者で

本大学に編入学を希望する者 

（３）他の大学（外国の大学を含む）を退学または卒業した者で本大学に転入学を

希望する者 

（４）専修学校専門課程を修了した者で本大学に編入学を希望する者 

（５）高等学校等の専攻科のうち、修業年限が２年以上であり、文部科学大臣が定

める基準を満たすものを修了した者（ただし、学校教育法第９０条に規定す

る大学入学資格を有する者に限る）で、本大学に編入学を希望する者 

（６）文部科学大臣が大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところ

により単位を与えられるとした学修により、本大学への編・転入学にふさわ

しい水準にあるとみなしうる者で、編・転入学を希望する者 

２ 前項の規定により第２年次以上に編・転入学を許可された者に対しては、教授

会が教育上有益と認めるときは、他大学や前項の各号に挙げた教育機関等におけ

る既修単位のうち本大学において認定された単位数にもとづき、本大学に在学す

べき期間を定める。ただし、その期間は原則として２年以上とする。 

第３３条 入学期は、学期始めとする。 

第３４条 本大学に入学を志願する者は、所定の手続きを行わなければならない。入学に

関する手続きは別にこれを定める。 

第３５条 選抜入学試験は、教授会において、その期日、試験学科目などを定め、予め公

表する。 

第３６条 入学を許可された者は、保証人連署の保証書および住民票を提出し、入学金、

授業料を指定期日までに納入しなければならない。 

第３７条 保証人は２名とし、そのうち１名は原則として東京都内または近県に居住して
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いること。 

２ 本大学の専任教職員および本学学生は、保証人となることができない。 

３ 保証人は、その学生の在学中、身分異動（休学・復学・退学等）時、並びに緊

急時に、当該学生と密接な連携を保って対応しなければならない。 

第３８条 疾病その他止むを得ない事由により、満１ケ月以上欠席しようとするときは、

前期及び後期の始業週の金曜日迄に保証人連署をもって願い出で、許可を受け、

休学することができる。 

（１）申し出期間を過ぎて休学を願い出た者の、当該学期に納めた校納金は返還し

ない。 

（２）上記校納金を延納又は分納の願い出により完納していないときには、休学が

認められても完納しなければならない。 

（３）前各号に該当するときには、第４６条第５項は適用しない。 

２ 休学期間は１年を超えることができない。ただし、特別の事由のあるときはあ

らためて許可を受け、さらに１年以内に限り休学することができる。 

３ 休学しうる期間は、通算２年以内とする。２ケ年を経過してなお復学又は退学

しない場合は除籍する。 

４ 休学期間は在学期間に算入しない。 

５ 休学者が復学しようとするときは保証人連署をもって願い出で、許可を受けな

ければならない。 

第３９条 疾病その他止むを得ない事由により退学しようとする者は、保証人連署をもっ

て願い出で、許可を受けなければならない。 

第４０条 疾病その他止むを得ない事由により退学した者が再入学を志願した場合には、

教授会の議を経てこれを許可することがある。 

 

第１０章 科目等履修生ならびに聴講生 

 

第４１条 本学学生以外の者で特定の授業科目の履修を願い出るものがあるときは、選考

のうえ科目等履修生としてこれを許可することができる。 

２ 科目等履修生が履修科目について試験を受け合格した場合には、願い出により

当該授業科目の単位を与え、単位修得証明書を交付することができる。 

３ 科目等履修生が一年間に修得することのできる単位は、２５単位を限度とする。 

第４２条 本学則は、別段の定めのある場合を除き、科目等履修生に適用する。 

第４３条 １科目または数科目を聴講しようとする者については、選考のうえ聴講生とし

てこれを許可することができる。 

２ 聴講生には単位を与えない。 

 

第１１章 （削除） 

 

第４４条 （削除） 

２ （削除） 
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３ （削除） 

 

第１２章 校納金その他 

 

第４５条 本学学生は、毎学期始め指定期日内に授業料その他の校納金を納入し、受講単

位の登録を完了しなければならない。 

第４６条 入学検定料、入学金、授業料、施設費は以下のとおりとする。 

（１）入学検定料   ２６，０００円 

（２）入 学 金  ２９０，０００円 

（３）授 業 料  ５４０，０００円 

（４）施 設 費  ２４０，０００円 

２ 科目等履修生の選考審査料ならびに受講料は以下のとおりとする。 

（１）審査料 １０，０００円 

（２）受講料 １単位につき ２０，０００円 

３ 聴講生の選考審査料ならびに聴講料は以下のとおりとする。 

（１）審査料  ５，０００円 

（２）聴講料 １単位につき １２，０００円 

４ 第２項および第３項規定の審査料ならびに受講料または聴講料は、本学大学院

生については免除する。 

５ 休学者の在籍料は、１学期につき授業料の５分の１とする。 

６ 第１項から第３項規定の金額は、社会事情に応じて、所定の手続を経て増額ま

たは減額することができる。 

第４７条 正当の事由により前条にある入学検定料・入学金・施設費以外の校納金を指定 

期日内に全額納入不可能の場合は、直ちに願い出て、分納の許可を得ることを要 

する。 

２ 既納の校納金は、別に定める場合を除き、原則として返還しない。 

第４８条 校納金の納入を怠り、督促を受けてもなお納入しないとき、あるいは受講単位

の登録ないし在籍に必要な手続きを怠るときは、別に定める規定によって除籍す

ることができる。 

 

第１３章 賞 罰 

 

第４９条 他の学生の模範となるような業績のあった者は、これを賞することができる。 

第５０条 懲戒を要すると認められた者は、教授会の議を経て学長が譴責、停学または退

学の処分を行うことができる。 

第５１条 次の各号に該当する者は退学処分とする。 

（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

（３）正当な理由がなくて出席常でない者 

（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 
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第１４章 付属施設および研究機関など 

 

第５２条 本大学に図書館を設け、教職員、学生および校友の研究に備える。 

図書館の細則は、別に定めるところによる。 

第５３条 学生の信仰的訓練および共同生活のために、学生寮を設ける。 

第５４条 教職員、学生の保健医療のために医務室を設ける。 

第５５条 研究会、講演会などを随時開き、学生の研究に資する。 

第５６条 本学講義の学外延長として、講習会または講座を設け、一般に公開する。 

第５７条 自由な研究と機関雑誌発行のために、東京神学大学神学会を設ける。 

神学会の細則は、別に定めるところによる。 
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【第１２条 別表】 

学際基礎科目・神学基礎科目・現代語科目・保健体育科目 

学 
科                                          

区
分 

分
野 

 
 科 目 名 

単
位 

種 
別 

卒業に必要な最低単位 

内訳 合計 

神 
学 
部 
・ 
神 
学 
科 

神 
学 
基 
礎 
科 
目 

Ａ キリスト教通論Ⅰ 
キリスト教通論Ⅱ 
聖書通論１旧約通論 
聖書通論２旧約時代史 
聖書通論３新約通論・歴史 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

必修
必修 
必修 
必修 
必修 

 
 
 
 

１０単位 

 
 
 
 
１０単位 

Ｂ 神学通論 ２ 必修 ２単位 ２単位 

備考 神学通論は全ての学生 
について必修とし専門教育科
目の履修に先立って又は最初
に履修しなければならない。 

学 
際 
基 
礎 
科 
目 

人 
文 
科 
学 
系 

哲学思想史 
キリスト教と世界史 
キリスト教と文学１世界文学 
キリスト教と文学２日本文学 
キリスト教と芸術１美術史 
キリスト教と芸術２音楽史 
心理学 

４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
４ 
２ 

選必 
選必 
選必 
選必 
選必 
選必 
選必 

 
 
 
 
 
 

８単位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２６単位 

社 
会 
科 
学 
系 

社会史 
法と人権１法学概論 
法と人権２日本国憲法 
宗教と社会１デモクラシーと政治 
宗教と社会２ウェーバーとトレルチ 
政策学入門 

４ 
２ 
２ 
２ 
２ 
４ 

選必 
選必 
選必 
選必 
選必 
選必 

 
 
 
 
 

８単位 

自 
然 
科 
学 
系 

精神医学とキリスト教 
現代の自然観 
生命の理解とバイオエシックス 
保健衛生 
化学入門 

４ 
４ 
４ 
２ 
４ 

選必 
選必 
選必 
選必 
選必 

 
 
 
 

８単位 

情 
報 
科 
学 
系 

情報基礎 
 
 
 
 

２ 選必  
 
 
 

２単位 

現 
代 
語 
科 
目 
 
 
 
 
 

英語基礎* 
日本語基礎** 

４ 
４ 

選必 
選必 

選択６単位
に含む 

 

 *・**は課された者のみが履修
する。 

英語ⅠＡ 
英語ⅠＢ 
ドイツ語ⅠＡ（基礎） 
ドイツ語ⅠＢ（コミュニケーション） 

２ 
２ 
４ 
２ 

必修 
必修 
必修 
必修 

 
 
 

１０単位 

 
 
 
 
 
 
 
１６単位 

英語Ⅱ 
英語実践Ⅰ 
英語実践Ⅱ 
ドイツ語Ⅱ 

２ 
１ 
１ 
４ 

選択 
選択 
選択 
選択 

 
 
 

 ６単位 
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保健体育科目 体育Ⅰ 
体育Ⅱ 

２ 
２ 

必修 
必修 

 
４単位 

 
４単位 

 合計 ５８単位 

 

 

専門教育科目１（必修並びに選択必修） 

学 

科 

区

分 

種

別 

分野  

 科 目 名 

単

位 

種 

別 

卒業に必要な最低単位 

  備  考 

神 

学 

部 

・ 

神 

学 

科 

専 

門 

教 

育 

科 

目 

必

修 

聖 

書 

神 

学 

関 

係 

旧約聖書神学Ⅰ 

旧約聖書神学Ⅱ 

旧約聖書神学Ⅲ 

旧約聖書釈義 

ギリシャ語Ⅰ 

ギリシャ語Ⅱ 

新約聖書神学Ⅰ 

新約聖書神学Ⅱ 

新約聖書神学Ⅲ 

新約聖書釈義 

２ 

２ 

２ 

４ 

４ 

２ 

２ 

２ 

２ 

４ 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６単位 

組織

神学

関係 

組織神学Ⅰ 

組織神学Ⅱ 

組織神学Ⅲ 

４ 

４ 

４ 

必修 

必修 

必修 

 

 

１２単位 

歴 

史 

神 

学 

関 

係 

教会史Ⅰ 

教会史Ⅱ 

教会史Ⅲ 

教会史Ⅳ 

教会史Ⅴ 

宗教史Ⅰ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

 

 

 

 

 

１２単位 

実践

神学

関係 

実践神学概論 

キリスト教教育概論 

 

４ 

４ 

必修 

必修 

 

 

８単位 

選

択

必

修 

神 

学 

書 

講 

読 

英語神学書講読・聖書Ⅰ 

英語神学書講読・聖書Ⅱ 

英語神学書講読・組織Ⅰ 

英語神学書講読・組織Ⅱ 

英語神学書講読・組織歴史Ⅰ 

英語神学書講読・組織歴史Ⅱ 

独語神学書講読・聖書Ⅰ 

独語神学書講読・聖書Ⅱ 

独語神学書講読・組織Ⅰ 

独語神学書講読・組織Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

選必 

選必 

選必 

選必 

選必 

選必 

選必 

選必 

選必 

選必 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４単位 

学 

部 

演 

習 

旧約聖書学部演習 

新約聖書学部演習 

組織神学学部演習 

歴史神学学部演習 

４ 

４ 

４ 

４ 

選必 

選必 

選必 

選必 

専攻の科目を卒業論

文提出年に修得した

場合、必修単位に換算

する 

４単位 

合計 ６６単位 
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  専門教育科目２（選択[専攻必修を含む]） 

学 

科 

区

分 

種

別 

分

野 

 

 科 目 名 

単

位 

種 

別 

卒業に必要な最低単位 

  備  考 

神 

学 

部 

・ 

神 

学 

科 

専 

門 

教 

育 

科 

目 

選

択 

聖 

書 

神 

学 

関 

係 

ヒブル語Ⅰ 

ヒブル語Ⅱ 

イスラエル古代史 

旧約聖書神学Ⅳ 

新約時代史 

新約聖書神学Ⅳ 

新約原典講読Ⅰ 

新約原典講読Ⅱ 

４ 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

２ 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

｝旧約聖書学部演習 

履修者専攻必修科目 
 
 

 

 

－新約聖書学部演習 

 履修者専攻必修科目 
歴

史

神

学

関

係 

アメリカ教会史 

宗教史Ⅱ 

教理史Ⅰ 

教理史Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

選択

選択 

選択 

選択 

実

践

神

学

関

係 

教会実習Ⅰ 

教会実習Ⅱ 

牧会心理学 

臨床牧会教育 

教会教育入門 

説教学入門 

２ 

２ 

４ 

４ 

４ 

４ 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 
専

攻

間

共

同 

アジア伝道論演習 ４ 選択 

古

典

語 

ラテン語Ⅰ 

ラテン語Ⅱ 

２ 

２ 

選択 

選択 

神

学

書

講

読 

英語神学書講読・聖書Ⅰ 

英語神学書講読・聖書Ⅱ 

英語神学書講読・組織Ⅰ 

英語神学書講読・組織Ⅱ 

英語神学書講読・組織歴史Ⅰ 

英語神学書講読・組織歴史Ⅱ 

独語神学書講読・聖書Ⅰ 

独語神学書講読・聖書Ⅱ 

独語神学書講読・組織Ⅰ 

独語神学書講読・組織Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

選択 

必修単位数を超えて修

得した単位は、選択科目

の単位として換算する 

学

部

演

習 

旧約聖書学部演習 

新約聖書学部演習 

組織神学学部演習 

歴史神学学部演習 

４ 

４ 

４ 

４ 

選択 

選択 

選択 

選択 

専攻以外の単位は、選択

科目の単位として換算

する 

合計 １０単位 

専門教育科目単位合計 ７６単位 

卒業に必要な単位合計１３４単位 
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 専門教育科目３ 

以下の学際基礎科目を３年次編入生が履修した場合、専門教育科目の選択科目単位 

として認める。 

学科 区分 分野 科目名 
単

位 
種別 適用 

神
学
部
・
神
学
科 

学
際
基
礎
科
目 

人
文
科
学
系 

キリスト教と芸術１ 美術史 

キリスト教と芸術２ 音楽史 

４ 

４ 

選択 

選択 

歴史神学関係 

実践神学関係 

自
然
科
学
系 

精神医学とキリスト教 ４ 選択 実践神学関係 

 

 

 

［第１４条第１項別表－１］教育職員免許法施行規則第６６条の６に定める科目 

教育職員免許法施行規則に

定める科目区分 

及び最低修得単位数 

本学における適用科目及び単位数 
免許状取得上の 

履修方法 

日本国憲法 ２ 法と人権２ 日本国憲法 ２ 必修 

体育 ２ 体育Ⅰ 

体育Ⅱ 

２ 

２ 

選択必修 

選択必修 

外国語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ２ 英語実践Ⅰ 

英語実践Ⅱ 

ドイツ語ⅠＢ（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ） 

１ 

１ 

２ 

選択必修 

選択必修 

選択必修 

数理、データ活用及

び人工知能に関する

科目又は情報機器の

操作 

２ 情報基礎 

２ 必修 
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［第１４条第１項別表－２］ 

教科及び教職に関する科目 

教育職員免許法施行規則に定める科目区分 

及び最低修得単位数 

本学における適用科目 

及び単位数 

免許状 

取得上の

履修方法 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科に

関する

専門的

事項 

宗教学 １ 

２８ 

旧約聖書神学Ⅰ 

旧約聖書神学Ⅱ 

旧約聖書神学Ⅲ 

旧約聖書釈義 

新約聖書神学Ⅰ 

新約聖書神学Ⅱ 

新約聖書神学Ⅲ 

新約聖書釈義 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

２ 

４ 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

宗教史 １ 

教会史Ⅰ 

教会史Ⅱ 

教会史Ⅲ 

教会史Ⅳ 

教会史Ⅴ 

宗教史Ⅰ 

宗教史Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

「教理学・

哲学」 
１ 

組織神学Ⅰ 

組織神学Ⅱ 

組織神学Ⅲ 

４ 

４ 

４ 

必修 

必修 

必修 

各教科の指導法 

（情報通信技術の活

用を含む。） 

８ 
宗教科教授法Ａ 

宗教科教授法Ｂ 

４ 

４ 

必修 

必修 

教育の

基礎的

理解に

関する

科目 

教育の理念並びに教

育に関する歴史及び

思想 

１０ 

教育基礎論 ２ 必修 

教職の意義及び教員

の役割・職務内容

（チーム学校運営へ

の対応を含む。） 

教職概論 ２ 必修 

教育に関する社会

的、制度的又は経営

的事項（学校と地域

との連携及び学校安

全への対応を含む。） 

教育制度論 ２ 必修 

幼児､児童及び生徒の

心身の発達及び学習

の過程 

心理発達と教育 ２ 必修 

特別の支援を必要と

する幼児、児童及び

生徒に対する理解 

特別支援教育概論 ２ 必修 

教育課程の意義及び

編成の方法（カリキ

ュラム・マネジメン
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トを含む。） 

道徳、

総合的

な学習

の時間

等の指

導法及

び生徒

指導、

教育相

談等に

関する

科目 

特別活動の指導法 

１０ 

教育課程・特別活動論 ２ 必修 

道徳の理論及び指導

法 
道徳指導法 ２ 必修 

教育の方法及び技術 

教育の方法と情報技術 ２ 必修 情報通信技術を活用

した教育の理論及び

方法 

生徒指導の理論及び

方法 

生徒・進路指導論 ２ 必修 進路指導及びキャリ

ア教育の理論及び方

法 

総合的な学習の時間

の指導法 

教育相談・総合的な学習

の時間の指導法 
２ 必修 

教育相談（カウンセ

リングに関する基礎

的な知識を含む。）の

理論及び方法 

教育実

践に関

する科

目 

教育実習 ５ 教育実習Ⅰ ５ 必修 

教職実践演習 ２ 教職実践演習（中・高） ２ 必修 

なお、「教育課程・特別活動論」には「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・

マネジメントを含む。）」の内容を含むものとする。 

 

［第１４条第２項別表－１］教育職員免許法施行規則第６６条の６に定める科目 

教育職員免許法施行規則に

定める科目区分 

及び最低修得単位数 

本学における適用科目及び単位数 
免許状取得上の 

履修方法 

日本国憲法 ２ 法と人権２ 日本国憲法 ２ 必修 

体育 ２ 体育Ⅰ 

体育Ⅱ 

２ 

２ 

選択必修 

選択必修 

外国語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ２ 英語実践Ⅰ 

英語実践Ⅱ 

ドイツ語ⅠＢ（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ） 

１ 

１ 

２ 

選択必修 

選択必修 

選択必修 

数理、データ活用及

び人口知能に関する

科目又は情報機器の

操作 

２ 情報基礎 ２ 必修 
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［第１４条第２項別表－２］教科及び教職に関する科目 

教科及び教職に関する科目 

教育職員免許法施行規則に定める科目区分 

及び最低修得単位数 

本学における適用科目 

及び単位数 

免許状 

取得上の

履修方法 

教科及び

教科の指

導法に関

する科目 

教科に

関する

専門的

事項 

宗教学 １ 

２４ 

旧約聖書神学Ⅰ 

旧約聖書神学Ⅱ 

旧約聖書神学Ⅲ 

旧約聖書釈義 

新約聖書神学Ⅰ 

新約聖書神学Ⅱ 

新約聖書神学Ⅲ 

新約聖書釈義 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

２ 

２ 

４ 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

宗教史 １ 

教会史Ⅰ 

教会史Ⅱ 

教会史Ⅲ 

教会史Ⅳ 

教会史Ⅴ 

宗教史Ⅰ 

宗教史Ⅱ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

必修 

「教理学・

哲学」 
１ 

組織神学Ⅰ 

組織神学Ⅱ 

組織神学Ⅲ 

４ 

４ 

４ 

必修 

必修 

必修 

各教科の指導法 

（情報通信技術の活

用を含む。） 

４ 
宗教科教授法Ａ 

宗教科教授法Ｂ 

４ 

４ 

選択必修 

選択必修 

教育の

基礎的

理解に

関する

科目 

教育の理念並びに教

育に関する歴史及び

思想 

１０ 

教育基礎論 ２ 必修 

教職の意義及び教員

の役割・職務内容

（チーム学校運営へ

の対応を含む。） 

教職概論 ２ 必修 

教育に関する社会

的、制度的又は経営

的事項（学校と地域

との連携及び学校安

全への対応を含む。） 

教育制度論 ２ 必修 

幼児､児童及び生徒の

心身の発達及び学習

の過程 

心理発達と教育 ２ 必修 

特別の支援を必要と

する幼児、児童及び

生徒に対する理解 

特別支援教育概論 ２ 必修 

教育課程の意義及び

編成の方法（カリキ

ュラム・マネジメン
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トを含む。） 

道徳、

総合的

な学習

の時間

等の指

導法及

び生徒

指導、

教育相

談等に

関する

科目 

特別活動の指導法 

８ 

教育課程・特別活動論 ２ 必修 

教育の方法及び技術 

教育の方法と情報技術 ２ 必修 情報通信技術を活用

した教育の理論及び

方法 

生徒指導の理論及び

方法 

生徒・進路指導論 ２ 必修 進路指導及びキャリ

ア教育の理論及び方

法 

総合的な探究の時間

の指導法 

教育相談・総合的な学習

の時間の指導法 
２ 必修 

教育相談（カウンセ

リングに関する基礎

的な知識を含む。）の

理論及び方法 

教育実

践に関

する科

目 

教育実習 ３ 
教育実習Ⅰ 

教育実習Ⅱ 

５ 

３ 

選択必修 

選択必修 

教職実践演習 ２ 教職実践演習（中・高） ２ 必修 

なお、「教育課程・特別活動論」には「教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・

マネジメントを含む。）」の内容を含むものとする。 

 

 

附 則 

１ 本学則は、大学設置の認可を受けた日（昭和２４年４月１日）から、これを適用

する。 

２ 教職員免許に関する条項は、免許状授与の所要資格を得るための課程認定をうけ

た１９５４（昭和２９）年４月１日から適用する。 

３ 教科課程および履修方法に関する条項は１９６９（昭和４４）年４月１日から適

用する。 

４ 本学則は、１９７７（昭和５２）年４月１日から改正施行する。 

５ 本学則は、１９７９（昭和５４）年４月１日から改正施行する。 

６ 本学則は、１９８０（昭和５５）年４月１日から改正施行する。 

７ 本学則は、１９８１（昭和５６）年４月１日から改正施行する。 

８ 本学則は、１９８２（昭和５７）年４月１日から改正施行する。 

９ 本学則は、１９８６（昭和６１）年４月１日から改正施行する。 

１０ 本学則は、１９８７（昭和６２）年４月１日から改正施行する。 

１１ 本学則は、１９８８（昭和６３）年４月１日から改正施行する。 

１２ 本学則は、１９８９（平成元）年４月１日から改正施行する。 

１３ 本学則は、１９９０（平成２）年４月１日から改正施行する。 

１４ 本学則は、１９９１（平成３）年４月１日から改正施行する。 
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１５ 本学則は、１９９２（平成４）年３月３１日から改正施行し 

① 第１３条、第１７条及び第２２条については、１９９１（平成３）年４月１日

に遡って適用する。 

② 第３０条及び第３４条については、１９９１（平成３）年７月１日に遡って適

用する。 

③ 第３１条、第４５条、第５１条及び第５２条については、１９９２（平成４）

年４月１日から適用する。 

１６ 本学則は、１９９２（平成４）年１２月１日改正施行し 

① 第１３条「Ａ一般教育科目第３類」、第１５条「聖書神学関係」、「実践神学関系」、

第１７条「第３類 自然科学」、第２１条「２．イ聖書神学関係」並びに「２．

ハ実践神学関係」の学科目の変更については、１９９２（平成４）年４月１日

現在在籍者に遡って適用し、第３９条４項については、１９９２（平成４）年

４月１日に遡って適用する。 

② 第１３条「Ａ一般教育科目第１類、第２類」、第１５条「聖書神学関係」、第１

７条「第１類並びに第２類」、第２１条「１項イ 聖書神学関係、２項イ 聖書

神学関係」、第２２条の学科目の変更については、１９９３（平成５）年４月１

日在籍者からこれを適用し、第５１条については、１９９３（平成５）年度入

学者からこれを適用する。 

１７ 本学則は、１９９３（平成５）年６月１日改正施行し、第５１条については１

９９４（平成６）年度入学者からこれを適用する。 

１８ １９９３（平成５）年１１月３０日下記条項を改正施行し、１９９４（平成６）

年４月１日から適用する。ただし、第１２条別表中、学際基礎科目並びに神学基

礎科目に関する規定は、１９９４（平成６）年度入学者からこれを適用する。 

① 第４章１２条、第５章２２条、２３条、第６章２６条、３０条、第９章３８条

２項、４０条、４３条、４４条、４５条１項、４６条、第１０章、第１１章５

１条以上各改正、 

② 第４章１３条より２１条まで並びに第６章２９条、第１０章４８条、４９条を

削除し、第５章以下の各条を繰り上げ、第１０章に１条加入する。 

(2) 旧学則による一般教育科目の卒業に必要な単位を未だ満たしていない学生につ

いては、次の規定によって学際基礎科目並びに神学基礎科目の単位を一般教育科

目の単位として数えるものとする。 

① 学際基礎科目人文科学系の単位は一般教育科目第１類の単位として数える。 

② 学際基礎科目社会科学系の単位は一般教育科目第２類の単位として数える。 

③ 学際基礎科目自然科学系の単位は一般教育科目第３類の単位として数える。 

④ 神学基礎科目については次の表により、一般教育科目第４類ならびに基礎教育

科目を履修したものとする。 

⑤ 旧学則による聖書通論Ⅰ（後期）については、未履修者がなくなるまでは、開

講する。 

神学基礎科目 

 

一般教育科目第４類ならびに 

基礎教育科目 
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キリスト教通論ⅠおよびⅡ キリスト教通論 

聖書通論Ⅰ旧約通論 聖書通論Ⅰ（前期） 

聖書通論２旧約時代史 聖書歴史 

聖書通論３新約通論・歴史 聖書通論Ⅱ 

神学通論 神学通論 

(3) 旧学則によって次の表の１欄の科目を履修した者は、これに対応する２欄の科

目を履修することはできない。 

１ ２ 

キリスト教と英文学 キリスト教と文学１世界文学 

国文学 キリスト教と文学２日本文学 

美術史または   

キリスト教美術史 

キリスト教と芸術１美術史 

教会音楽 キリスト教と芸術２音楽史 

心理学 心理学 

社会史 社会史 

法学または 

法学概論 

法と人権１法学概論 

日本国憲法 法と人権１日本国憲法 

精神医学 精神医学とキリスト教 

１９ 本学則は、１９９４（平成６）年５月３１日第４２条校納金について改正施行

し、１９９５（平成７）年度入学者からこれを適用する。 

２０ 本学則は、１９９４（平成６）年１１月２９日第５章表題並びに第９章２９条

について改正施行する。 

２１ 本学則は、１９９５（平成７）年３月２１日第１３条並びに第１４条について

改正施行し、１９９５（平成７）年４月１日から適用する。 

２２ 本学則は、１９９５（平成７）年５月３０日第４２条の校納金について改正施

行し１９９６（平成８）年度入学者からこれを適用する。 

２３ 本学則は、１９９５（平成７）年１１月２８日第３条及び第１２条別表（神学

基礎科目）について改正施行し、１９９６（平成８）年度からこれを適用する。

尚、神学基礎科目Ａ及びＢについては、次の表により神学基礎科目を履修したも

のとする。 

        改  正  後      改  正  前    

改 正 後 改 正 前 

 

神 

学 

基 

礎 

科 

目 

 

Ａ 

キリスト教通論Ⅰ  

神 

学 

基 

礎 

科 

目 

キリスト教通論Ⅰ 

キリスト教通論Ⅱ キリスト教通論Ⅱ 

聖書通論１旧約通論 聖書通論１旧約通論 

聖書通論２旧約時代史 聖書通論２旧約時代史 

聖書通論３新約通論・歴史 聖書通論３新約通論・歴史 

Ｂ 神学通論 神学通論 

２４ 本学則は、１９９６（平成８）年３月１９日第９章第３５条について改正施行

し、１９９６（平成８）年度からこれを適用する。 

２５ 本学則は、１９９６（平成８）年５月２８日第１１章第４２条の授業料につい
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て、改正施行し、１９９７（平成９）年度入学者からこれを適用する。 

２６ 本学則は、１９９６（平成８）年１１月２６日第１１章第４２条の入学検定料

について改正施行し１９９７（平成９）年度受験者からこれを適用する。 

２７ 本学則は、１９９７（平成９）年３月２５日第１２章別表学際基礎科目につい

て、改正施行し１９９７（平成９）年度からこれを適用する。 

２８ 本学則は、１９９７（平成９）年５月２７日第１１章第４２条の授業料及び施

設費について改正施行し１９９８（平成１０）年度入学者からこれを適用する。 

２９ 本学則は、１９９７（平成９）年１１月１０日第１２章別表外国語科目履修方

法について改正施行し１９９８（平成１０）年度入学者からこれを適用する。 

３０ 本学則は、１９９８（平成１０）年５月２５日第１１章第４２条の授業料及び

施設費について改正施行し１９９９（平成１１）年度入学者からこれを適用す

る。 

３１ 本学則は、１９９８（平成１０）年１１月１０日次の通り改正、１９９９（平

成１１）年４月１日から施行する。 

① 第１７条に一年間の授業期間、第１８条に各授業科目の授業期間を定め、１９

９９（平成１１）年４月１日からこれを１９９９年度在籍者から適用する。 

② 第１６条３項の１単位を与える授業時間数ならびに第１２条別表保健体育科目

体育実技の取得単位数を改正。③専門教育科目選択科目の分野である「部門間

共同」を「専攻間共同」と名称を改める。④専門教育科目選択科目実践神学関

係に「教会教育入門」４単位を開設する。これらを１９９９（平成１１）年度

入学者から適用する。 

３２ 本学則は、１９９９（平成１１）年５月３１日第１１章第４４条の授業料及び

施設費について改正施行し２０００（平成１２）年度入学者からこれを適用する。 

３３ 本学則は、１９９９（平成１１）年１１月２９日次の通り改正、２０００（平

成１２）年４月１日から施行する。 

(1) 第４章授業科目および履修方法について第１２条別表を次のように改正し、２

０００年度入学者から適用する。 

① 学際基礎科目に新たに「情報科学系」を設け取得単位数を２単位と定める。従

って学際基礎科目必修単位の合計は２６単位から２８単位となり、卒業に必要な

単位の総合計も１３８単位から１４０単位と改正した。 

② 外国語科目の開講科目ドイツ語Ⅰ（必修）６単位を、ドイツ語Ⅰ（必修）４単

位およびドイツ語ⅠＢ（コミュニケーション）（必修）２単位とする。 

旧学則によるドイツ語Ⅰ未履修者については、次の対照表により新設科目６単位

を修得することによりこれを履修したものとする。 

改正後 改正前 

科目名 単位 科目名 単位 

ドイツ語ⅠＡ（基礎） ４ 
 
ドイツ語Ⅰ       

 
６ 

ドイツ語ⅠＢ（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ） ２ 

(2) 教育職員免許法が平成１０年に改正されたことに伴い、第５章教員免許の取得

第１４条を改正施行し、２０００（平成１２）年度入学者からこれを適用する。 
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① 旧学則第１４条別表３による授業科目は、教育職員免許法の昭和６３年および

平成元年改正法が適用される未履修者がいなくなるまでは、開講する。 

② 旧学則第１４条別表３による授業科目の単位を未だ満たしていない学生につ

いては、下表１欄の授業科目の単位をもって、これに対応する２欄の授業科目

の単位として数える。 

１  欄 ２  欄 

第 14 条第１項別表３、同状第

２項別表３による授業科目 

旧学則第１４条別表３による授業科目 

中学校１種・高等学校１種 中学校１種 高等学校１種 

心理発達と教育 

教育基礎論Ⅰ 

教育基礎論Ⅱ 

宗教科教授法 

道徳指導法 

特別活動指導法 

教育の方法と情報技術Ⅰ 

教育的指導と相談の研究Ⅰ 

教育的指導と相談の研究Ⅱ 

教育実習（３単位） 

教育心理学 

教育原理Ⅰ 

教育原理Ⅱ 

宗教科教育法 

道徳教育の研究 

特別活動の研究 

言葉とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの研究 

教育的指導と相談の研究 

教育カウンセリング 

教育実習 

教育心理学 

教育原理Ⅰ 

教育原理Ⅱ 

宗教科教育法 

 

特別活動の研究 

言葉とｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの研究 

教育的指導と相談の研究 

教育カウンセリング 

教育実習 

③ 第１４条第１項別表３及び同状第２項別表３による授業科目は、教育職員免許

の平成１０年改正法が適用される者以外、履修することは出来ない。 

３４ 本学則は、２０００（平成１２）年５月２９日第１１章第４４条の授業料及び

施設費について改正施行し２００１（平成１３）年度入学者からこれを適用する。 

３５ 本学則は、２０００（平成１２）年１１月２７日、 第１４条第１項別表３教職

に関する科目の［法令上］の「左記科目に含めることが必要な事項」および第１

４条第２項別表３教職に関する科目の［法令上］の「左記科目に含めることが必

要な事項」欄について、（  ）囲み付数字を削除し、改正施行する。 

３６ 本学則は、２００１（平成１３）年３月２６日次の通り改正、２００１（平成

１３）年４月１日から施行、２００１年度入学者より適用する。 

(1) 第４章授業科目および履修方法について第１２条別表の改正事項は次の通り。 

① 保健体育科目の卒業に必要な取得単位数を４単位とする。 

② 保健体育科目の「保健衛生」と「体育実技」を廃止し、新たに「体育Ⅰ」「体育

Ⅱ」を開設。 

③ 学際基礎科目自然科学系に「保健衛生」を加える。 

④ これに伴う卒業に必要な単位の総合計は１４０単位となる。 

(2) 前記１項について２０００年度以前の入学者は次のよう履修する。 

① 保健体育科目「保健衛生」２単位未履修の者は、保健体育科目「体育Ⅰ」また

は「体育Ⅱ」いずれか２単位を履修してこれに換える。 

② 保健体育科目「体育実技」２単位未履修の者は、保健体育科目「体育Ⅰ」また

は「体育Ⅱ」いずれか２単位を履修してこれに換える。 

③ 上記①の学際基礎科目自然科学系「保健衛生」を保健体育科目「保健衛生」と

して認定した者は、さらに「保健衛生」を履修しても学際基礎科目 自然科学
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系の８単位に含めることはできない。 

(3) (1)の改正に伴い、第５章教員免許状の取得について第１４条第１項別表－１及

び第２項別表－１を次のように改正する。 

① 教育職員免許法施行規則第６６条の５に指定される科目の「体育２単位」につ

いて、新設される保健体育科目「体育Ⅰ」または「体育実Ⅱ」いずれか２単位

を履修するものとする。 

② ２０００年度以前の入学者で第１４条第１項別表－１及び第２項別表－１教育

職員免許法施行規則第６６条の５に指定される科目の「体育２単位」未履修の

者は保健体育科目「体育Ⅰ」または「体育Ⅱ」いずれか２単位を履修してこれ

に換える。 

３７ 本学則は、２００１（平成１３）年５月２８日以下の通り改正施行し、２００

２（平成１４）年度入学者及び編・転入学者からこれを適用する。 

① ３０条に３項新設 

② ３1 条字句修正 

３８ 本学則は、２００１（平成１３）年１１月２６日以下のとおり改正、２００２

（平成１４）年４月１日施行、２００２年度入学者から適用する。 

① 第５章１２条別表、学際基礎科目・自然科学系「環境と生態学」を削除し、「生

命の理解とバイオエシックス」を新設する。 

② 第１１章第４４条の入学金 

３９ 本学則は、２００２（平成１４）年３月２５日以下のとおり改正、２００２（平

成１４）年４月１日施行、２００２年度入学者から適用する。 

① 第５章教員免許状の取得 第１４条第１項別表－３ならびに第２項別表－３

の様式変更 

② 第５章教員免許状の取得 第１４条第１項別表－３ならびに第２項別表－３

の免許法施行規則に定める科目区分に対応する開設授業科目を以下の通り変更  
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［第１４条第１項別表－３］教職に関する科目 変更部分抜粋 
 [改正前] 

法令上  教職課程上  
欄 教職に関

する科目 
左記科目に含めることが必要
な事項 

修得必要な
最低単位数 授業科目名 単位 種別  

２ 教職の意
義等に関
する科目 

・教職の意義および教員の役
割 

２ 

教職概論 ２ 必修  

・教員の職務内容（研修服務
及び身分保障等を含む） 

・進路選択に資する各種の 
機会の提供等 

３ 教育の基
礎理論に
関する科
目 
 
 

・幼児､児童および生徒の心身
の発達および学習の過程（障
害のある幼児､児童及び生徒の
心身の発達および学習の過程
を含む。） 

６ 

心理発達と教育 
 
 
 
 

２ 
 
 
 
 

必修 

・教育の理念並びに教育に関
する歴史および思想 

教育基礎論Ⅰ 
 

２ 
 

必修 

・教育に関する社会的、制度
的又は経営的事項 

教育基礎論Ⅱ ２ 必修 
 
 
 

４ 教育課程
および指
導法に関
する科目 

・教育課程の意義および編成
の方法 

１２ 

・各教科の指導法 宗教科教授法 ４ 必修 
・道徳の指導法 道徳指導法 ２ 必修 

・特別活動の指導法 特別活動指導法 ２ 必修 

・教育の方法および技術（情
報機器および教材の活用を含
む。） 

教育の方法と情報技術
Ⅰ 
教育の方法と情報技術
Ⅱ 

２ 
２ 

必修 
必修 

[改正後] 
免許法施行規則に定める科目区分等 先に対応する開設授業科目 
科目 各科目に含める必要事項 単位

数 
授業科目名 
 

単
位 

免許取得
上の 

履修方法 
教職の意
義等に関
する科目 

・教職の意義および教員の役割 
・教員の職務内容（研修服務及び身分保
障等を含む） 
・進路選択に資する各種の機会の提供等 

２ 

教職概論 ２ 必修 

教育の基
礎理論に
関する科
目 

・幼児､児童および生徒の心身の発達およ
び学習の過程（障害のある幼児､児童及び
生徒の心身の発達および学習の過程を含
む。） 

６ 

心理発達と教育 ２ 必修 

・教育の理念並びに教育に関する歴史お
よび思想 

教育基礎論Ⅰ ２ 必修 

・教育に関する社会的、制度的又は経営
的事項 

教育基礎論Ⅱ ２ 必修 

教育課程
および指
導法に関
する科目 

・教育課程の意義および編成の方法 

１２ 

特別活動指導法 ２ 必修 
・特別活動の指導法 

・各教科の指導法 宗教科教授法Ａ 
宗教科教授法Ｂ 

４ 
４ 

選択必修 
選択必修 

・道徳の指導法 道徳指導法 ２ 必修 
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・教育の方法および技術（情報機器およ
び教材の活用を含む。） 

教育の方法と情報技術
Ⅰ 
教育の方法と情報技術
Ⅱ 

２ 
２ 

必修 
必修 

［第１４条第２項別表－３］教職に関する科目 変更部分抜粋 
［改正前］ 

法令上  教職課程上  
欄 教職に関

する科目 
左記科目に含めることが必要
な事項 

修得必要な
最低単位数 授業科目名 単位 種別  

２ 教職の意
義等に関
する科目 

教職の意義および教員の役割 

２ 

教職概論 ２ 必修  

教員の職務内容（研修服務及
び身分保障等を含む） 

進路選択に資する各種の機会
の提供等 

３ 教育の基
礎理論に
関する科
目 
 
 

・幼児､児童および生徒の心
身の発達および学習の過程
（障害のある幼児､児童及び
生徒の心身の発達および学習
の過程を含む。） 

６ 

心理発達と教育 
 
 
 
 

２ 
 
 
 
 

必修 

・教育の理念並びに教育に関
する歴史および思想 

教育基礎論Ⅰ 
 

２ 
 

必修 

・教育に関する社会的、制度
的又は経営的事項 

教育基礎論Ⅱ ２ 必修 
 
 
 

４ 教育課程
および指
導法に関
する科目 

・教育課程の意義および編成
の方法 

６ 
・各教科の指導法 宗教科教授法 ４ 必修 
・特別活動の指導法 特別活動指導法 ２ 必修 

・教育の方法および技術（情
報機器および教材の活用を含
む。） 

教育の方法と情報技術
Ⅰ 

２ 必修 

［改正後］ 
免許法施行規則に定める科目区分等 先に対応する開設授業科目 
科目 各科目に含める必要事項 単

位
数 

授業科目名 
 

単
位 

免許取得
上の 

履修方法 
教職の意
義等に関
する科目 

・教職の意義および教員の役割 
・教員の職務内容（研修服務及び身分保障
等を含む） 
・進路選択に資する各種の機会の提供等 

２ 

教職概論 ２ 必修 

教育の基
礎理論に
関する科
目 

・幼児､児童および生徒の心身の発達および
学習の過程（障害のある幼児､児童及び生徒
の心身の発達および学習の過程を含む。） 

６ 

心理発達と教育 ２ 必修 

・教育の理念並びに教育に関する歴史およ
び思想 

教育基礎論Ⅰ ２ 必修 

・教育に関する社会的、制度的又は経営的
事項 

教育基礎論Ⅱ ２ 必修 

教育課程
および指
導法に関
する科目 

・教育課程の意義および編成の方法 

６ 

特別活動指導法 ２ 必修 
・特別活動の指導法 
・各教科の指導法 宗教科教授法Ａ 

宗教科教授法Ｂ 
４ 
４ 

選択必修 
選択必修 
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・教育の方法および技術（情報機器および
教材の活用を含む。） 

教育の方法と情報技術
Ⅰ 

２ 必修 

 

４０ 本学則は、２００２年（平成１４年）１１月２５日に第１１章第４４条の施設

費について改正施行し、２００３年（平成１５年）度入学者および編入学者から

これを適用する。 

４１ 本学則は、２００３年（平成１５年）３月２４日に第３１条第１項に第４号を

加え、改正施行する。これを２００３年（平成１５年）度編入学者から適用する。 

４２ 本学則は、２００３年（平成１５年）５月２６日に改正施行（第４４条(３)授

業料）し、２００４年度（平成１６年度）入学生から適用する。 

４３ 本学則は、２００４年（平成１６年）５月２４日に、第２５条および第４５条

第１項第２号入学金を改正施行する。ただし、入学金は、２００５年度（平成１

７年度）入学生から適用する。 

４４ 本学則は、２００５年（平成１７年）５月２３日に、第４５条第１項第４号施

設費を改正施行し、２００６年度（平成１８年度）入学生から適用する。 

４５ 本学則は、２００５年（平成１７年）１１月２８日に、第２９条を改正施行し、

２００７年度（平成１９年度）から適用する。 

４６ 本学則は、２００６年（平成１８年）５月２９日に、第４５条第１項第３号授

業料を改正施行し、２００７年度（平成１９年度）入学生から適用する。 

４７ 本学則は、２００６年（平成１８年）１１月２７日に第１２条別表 専門教育

科目２（選択）に「説教学入門」を加え改正、２００７年４月１日施行し、２０

０７年４月１日在籍者及び２００７年度入学者･編入者からこれを適用する。 

４８ 本学則は、２００６年（平成１８年）１１月２７日に、第２６条、第２７条を

改正し、２００７年（平成１９年）４月１日から施行する。 

４９ 本学則は、２００７年（平成１９年）３月２６日に、第２９条を改正し、２０

０８年（平成２０年）から施行する。 

５０ 本学則は、２００７年（平成１９年）５月２８日に、第３８条を改正し、同日

から施行する。 

５１ 本学則は、２００７年（平成１９年）５月２８日に、第４５条第１項第２号入

学金を改正施行し、２００８年度（平成２０年度）入学生から適用する。 

５２ 本学則は、２００８年（平成２０年）５月２６日に、第４５条第１項第２号「入

学金」、第３号「授業料」、第４号「施設費」を改正施行し、２００９年度（平成

２１年度）入学生から適用する。 

５３ 本学則は、２００９年（平成２１年）５月２５日に、第４５条第１項第４号施

設費を改正施行し、２０１０年度（平成２２年度）入学生から適用する。 

５４ 本学則は、２００９（平成２１）年１１月３０日以下のとおり改正、２０１０

（平成２２）年４月１日施行、２０１０年度入学者から適用する。 

① 第５章教員免許状の取得 第１４条第１項別表－３ならびに第２項別表－３

の教育職員免許法施行規則に定める科目区分に対応する開設授業科目を以下の

通り変更 
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［第１４条第１項別表－３］ 教職に関する科目 変更部分抜粋 

[改正前] 

免許法施行規則に定める科目区分等 先に対応する開設授業科目 

科目 各科目に含める 

必要事項 

単位数 授業科目名 単位 免許取得上の 

履修方法 

総合演習 ２ 教職演習 ２ 必修 

 

[改正後] 

免許法施行規則に定める科目区分等 先に対応する開設授業科目 

科目 各科目に含める 

必要事項 

単位数 授業科目名 単位 免許取得上の 

履修方法 

教職実践演習 ２ 教職実践演習（中・高） ２ 必修 

 

［第１４条第２項別表－３］教職に関する科目 変更部分抜粋 

[改正前] 

免許法施行規則に定める科目区分等 先に対応する開設授業科目 

科目 各科目に含める 

必要事項 

単位数 授業科目名 単位 免許取得上の 

履修方法 

総合演習 ２ 教職演習 ２ 必修 

 

[改正後] 

免許法施行規則に定める科目区分等 先に対応する開設授業科目 

科目 各科目に含める 

必要事項 

単位数 授業科目名 単位 免許取得上の 

履修方法 

教職実践演習 ２ 教職実践演習（中・高） ２ 必修 

 

５５ 本学則は、２０１０年（平成２２年）３月２９日に第１２条別表を改正し、２

０１０年（平成２２年）４月１日から施行する。 

５６ 本学則は、２０１０年（平成２２年）１１月２９日に第１３条、第１４条及び

[第１４条第１項別表─１]、[第１４条第 1 項別表─２]、[第１４条第 1 項別表─

３]、[第１４条第２項別表─１]、[第１４条第２項別表─２]、[第１４条第１項別

表─３]を改正し、２０１１年（平成２３年）4 月１日から施行する。 

５７ 本学則は、２０１１年（平成２３年）３月２８日に第１１章教員免許状更新講

習を追加し、２０１１年（平成２３年）４月１日から施行する。 

５８ 本学則は、２０１１年（平成２３年）１１月２８日に第１２条別表を改正し、

２０１２年（平成２４年）４月１日から施行する。 

５９ 本学則は、２０１２年（平成２４年）５月２１日に第３７条を改正し、２０１

３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

６０ 本学則は、２０１２年（平成２４年）１１月２６日に第１２条第２項を加え、
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２０１３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

６１ 本学則は、２０１３年（平成２５年）３月２５日に第６章標題、第１５条、第

４６条第５項、第１２条別表を改正し、２０１３年（平成２５年）４月１日から

施行する。 

６２ 本学則は、２０１３年（平成２５年）３月２５日に、第２９条を改正し、２０

１４年（平成２６年）入学生から適用する。 

６３ 本学則は、２０１３年（平成２５年）５月２０日に、第１２条別表を改正し、

２０１４年（平成２６年）４月１日から適用する。 

６４ 本学則は、２０１４年（平成２６年）１２月１日に、第２６条を改正し、同日

から施行する。 

６５ 本学則は、２０１５年（平成２７年）５月２５日に、第２７条を改正し、２０

１５年（平成２７年）４月１日に遡って施行する。 

６６ 本学則は、２０１５年（平成２７年）５月２５日に、第３８条を改正し、同日

から施行する。 

６７ 本学則は、２０１５年（平成２７年）１１月３０日に、第２９条を改正し、２

０１７年度（平成２９年度）入学生から施行する。 

６８ 本学則は、２０１５年（平成２７年）１１月３０日に、第１２条別表を改正し、

２０１６年度（平成２８年度）学部１年次入学者から適用する。 

６９ 本学則は、２０１７年（平成２９年）３月２７日に、第２６条、第３１条およ

び第３２条を改正し、２０１７年（平成２９年）４月１日から施行する。 

７０ 本学則は、２０１７年（平成２９年）５月２９日に、第１２条別表、第１４条

別表、第１６条および第３１条を改正し、２０１８年度（平成３０年度）学部１

年次入学者（２０２０年度（平成３２年度）学部３年次編入学者）から適用する。 

７１ 本学則は、２０１８年（平成３０年）３月２６日に、第３条を改正し、２０１

８年（平成３０年）４月１日から施行する。 

７２ 本学則は、２０１８年（平成３０年）３月２６日に、第３２条を改正し、２０

１９年度（平成３１年度）の編・転入学を志願する者から適用する。 

７３ 本学則は、２０１８年（平成３０年）３月２６日に、第１３条、第１４条およ

び第１４条別表を改正し、２０１９年度（平成３１年度）学部１年次入学者（２

０２１年度（平成３３年度）学部３年次編入学者）から適用する。 

７４ 本学則は、２０１８年（平成３０年）１１月２６日に、第１０条および第１１

条を改正し、２０１９年（平成３１年）４月１日から適用する。 

７５ 本学則は、２０１８年（平成３０年）１１月２６日に、第１４条別表を改正し、

２０１９年度（平成３１年度）学部１年次入学者（２０２１年度（平成３３年度）

学部３年次編入学者）から適用する。 

７６ 本学則は、２０１８年（平成３０年）１１月２６日に、第２９条を改正し、２

０２０年度（平成３２年度）入学生から適用する。ただし、神学部の総収容定員

は、段階的に減少するため、２０２３年度（平成３５年度）に記載のとおりにな

る。 

７７ 本学則は、２０１９年（平成３１年）３月２０日に、第１４条別表を改正し、
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２０１９年（平成３１年）４月１日から適用する。なお、第１４条別表において、

旧法とは１９９８年（平成１０年）の改正免許法、新法とは２０１９年度（平成

３１年度）からの適用法を指す。また、旧法適用者は、新法下の単位を修得する

ことができる。 

７８ 附則第７３項及び第７５項規定の適用時期について、２０１９年度（平成３１

年度）入学者・編入学者よりの適用に改める。 

７９ 本学則は、２０１９年（令和元年）５月２７日に、第８条、第１５条、第２９

条および第３２条を改正し、２０２０年（令和２年）４月１日から適用する。 

８０ 附則第７６項規定の適用者について、「入学生」を「入学生および編入学生」に

改める。 

８１ 本学則は、２０１９年（令和元年）１１月２５日に、第１２条別表を改正し、

２０２０年度学部１年次入学者から適用する。また、第８条、第２０条、第３０

条、第３１条、第３８条および第４６条を改正し、２０２０年（令和２年）４月

１日から適用する。 

８２ 本学則は、２０２０年（令和２年）３月３０日に、第１６条を改正し、２０２

０年（令和２年）４月１日から適用する。 

８３ 本学則は、２０２０年（令和２年）５月２５日に、第１２条の２、第１２条の

３および第２０条の２を新設し、２０２０年（令和２年）４月１日に遡って適用

する。 

８４ 本学則は、２０２０年（令和２年）１１月３０日に、第２６条を改正し、２０

２０年（令和２年）１２月１日から適用する。 

８５ 本学則は、２０２０年（令和２年）１１月３０日に、第３１条および第３２条

を改正し、同日から施行する。 

８６ 本学則は、２０２１年（令和３年）１１月２９日に、第３７条を改正し、同日

から施行する。また、第１４条別表を改正し、２０２２年度（令和４年度）入学

者・編入学者より適用する。ただし、２０２１年度（令和３年度）までの入学者・

編入学者については、従前の例による。 

８７ 本学則は、２０２２年（令和４年）１１月２８日に、第１４条第２項別表－２、

第４４条および第４７条を改正し、同日から施行する。 

８８ ２０２２年（令和４年）１１月２８日に「東京神学大学教員免許状更新講習に

関する規程」を廃止する。 

８９ ２０２３年（令和５年）１１月２７日に、第１２条別表を改正し、２０２４年

度（令和６年度）の入学者から適用する。 


